
法務・総務のための社内研修資料20選
第17回　取適法（中小受託取引適正化法）
取適法 発注・支払・価格協議 初動対応ツールキット
対象取引の確認・発注条件と変更の記録・価格協議の記録・違反疑いの初動と再発防止を、その場で書き留めるための記録シート集
	このツールキットの使い方
発注・支払・価格協議の各場面で「誰が・いつ・何を確認し、何を協議し、どう対応したか」を記録に残すための4種類のシートです。印刷して手書きでも、社内システムへの転記用メモとしても使えます。
記録は、取適法上の説明責任（取引条件の明示・記録の作成保存）と、トラブル時の初動・再発防止の土台になります。
本シートは取適法該当性・違反該当性を判定するものではありません。判断・行政対応は自社規程と法務・購買・経理・コンプライアンスの確認を前提とします。



法令・制度基準日：2026年6月18日


	第1部　取適法 対象取引確認シート
発注前に、対象取引かどうかの確認と根拠を記録する



	確認番号
	

	案件名
	

	発注部門
	

	発注担当者
	

	相手方（受注者）名
	

	取引類型
	製造委託／修理委託／情報成果物作成委託／役務提供委託／特定運送委託（複数可）


	自社の資本金・従業員数
	

	相手方の資本金・従業員数
	

	対象判断
	対象の可能性あり／対象外と判断／要確認 のいずれか


	判断根拠
	類型・規模・フリーランス法との関係など


	確認者
	

	法務・購買の確認
	確認日・確認者・コメント


	備考
	



	注意
資本金・従業員数が不明なまま「対象外」と判断しないでください。迷う場合は『要確認』とし、法務・購買へ回します。




	第2部　発注条件・変更記録シート
発注時の明示事項と、その後の変更を記録する（4条明示）



発注時の明示事項
	発注番号
	

	発注日
	

	発注内容（給付の内容）
	

	仕様・品質・数量
	

	代金（製造委託等代金）
	

	納期
	

	納入場所
	

	検収条件・基準
	

	支払期日
	受領日・役務提供日から起算して60日以内のできる限り短い期間


	支払方法
	手形払不可。期日までに満額現金化できる方法か




変更が生じた場合の記録
	変更発生日
	

	変更内容
	

	変更理由
	

	中小受託事業者に責任があるか
	ない場合、無償の変更・やり直し・減額は不可


	追加代金の有無・金額
	

	中小受託事業者との協議内容
	

	承認者
	

	記録作成者
	



	やってはいけない
相手に責任がないのに、追加代金なしで仕様変更・やり直し・数量削減を一方的に求めること。変更は必ず協議し、内容・追加代金・納期を記録します。




	第3部　価格協議・価格転嫁協議記録シート
価格改定の申入れと協議の経緯を残す



	協議番号
	

	協議申入日
	

	申入者
	

	対象取引
	

	価格改定の理由
	原材料費／労務費（人件費）／エネルギー費／物流費／為替／最低賃金 など


	提出資料
	コスト上昇を示す資料・見積等


	協議日時
	

	出席者
	

	自社の回答
	

	合意内容または保留事項
	

	合意できなかった理由
	協議自体を拒んでいないか、十分協議したか


	次回協議予定
	

	稟議・承認の要否
	発注条件・契約変更の要否


	記録作成者
	



	協議は「結論」より「過程」が重要
値上げに応じられない場合でも、協議自体を拒まないこと。理由を説明し、書面（メール等）で経緯を残します。
協議をせずに前年単価・低単価を一方的に押し付けると、買いたたき・協議に応じない一方的な代金決定に当たり得ます。




	第4部　違反疑い初動記録・再発防止シート
気づいたら、隠さず・消さず、すぐ記録して報告する



	受付番号
	

	発見日時
	

	発見者
	

	対象取引
	

	疑いのある行為
	支払遅延／減額／返品／買いたたき／購入・利用強制／報復措置／やり直し／利益提供要請／価格協議拒否／早期決済 など


	発生日時
	

	関係者
	

	関連資料
	発注書・契約書・メール・チャット・請求書・検収記録・支払記録・協議記録 等


	既に行った対応
	

	直ちに止めるべき対応
	追加の支払遅延・減額・取引停止などを止める


	報告先
	上長・法務・購買・経理・コンプライアンス


	再発防止策
	

	責任者
	

	期限
	

	フォローアップ日
	



	初動の3原則
隠さない・消さない：関連する記録（紙・データ・チャット）を保全し、改変・削除しない。
止める：支払遅延・減額・やり直し要求・取引停止などの行為を、いったん止めて確認する。
つなぐ：現場で結論を出さず、上長と専門部署へ報告し、取適法該当性・行政対応は専門部署と自社規程で判断する。



※ 本ツールキットは、貴社の購買・発注・外注管理規程、取適法対応規程、内部通報規程等に合わせて項目を補充・差し替えてご利用ください。
